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一種として受益者負担的な性格のものと見る
考え方（公用負担説）など，これまでさまざま
なものが挙げられてきた 2）。ただ，現在では，
臨時放送関係法制調査会（郵政大臣の諮問
機関）が1964 年の答申で示した「NHKに徴
収権が認められたところの，その維持運営の
ための『受信料』という名の特殊な負担金 3）」
とする考え方が一般的であり4），政府見解に
もなっている 5）。その一方で，受信料制度を
めぐっては，受信契約を義務づける規定の合
憲性や，受信料や受信契約の性格をめぐって，
裁判などの場で議論が続いてきた 6）。

本稿の目的は，受信料制度の位置付けを明
確にするために，占領期の放送法の立法過程
において，どのような経緯で受信契約の締結

1. はじめに

公共放送の運営を支える受信料について，
放送法は「協会の放送を受信することのでき
る受信設備を設置した者は，協会とその放送
の受信についての契約をしなければならない」
と定めている（放送法 64条。以下，放送法は
条文番号のみを記す）。NHKの放送を受信で
きる設備（受信機 1））の設置者に受信契約の
締結を義務づける制度は，1950 年の放送法
制定以来，現在に至るまで維持されている。

受信料の性格については，放送サービスの
対価とする考え方（契約説）や，受信機税の
ような税とする考え方（税金説），受信許可
手数料とするもの（許可料説），公用負担の

放送受信機の設置者にNHKとの受信契約義務を課す放送法の規定は，1950 年の放送法制定以降，骨格部
分は変化していない。ただ，受信料制度の性格をめぐっては，これまでさまざまな角度から議論が続いてきた。
本稿では，制度の趣旨をより明確にするために，占領期の放送法の立法過程にさかのぼり，検証を行った。

まず，受信料制度をめぐる検討は，国への受信機設置の届け出が必要であり，それとともにNHKへの受信料
の支払い義務が発生するという規定から始まった。しかし，「受信の自由」の原則を主張するGHQの方針のもと，
国への届け出義務は削除され，NHKとの受信契約も受信機設置によって即成立するという規定から，NHKと受
信者の間に契約義務が発生するという規定に変化していった。他方，受信料を財源とするNHKの監督をめぐって
は，当初，貸借対照表や損益計算書を規制・監督機関に提出すればよいという規定だったが，GHQとの折衝を
経て，収支予算や事業計画の国会承認が必要という規定に変化した。

こうした点からは，政府が受信料制度を設計するにあたっては，GHQの意向に沿いつつ，受信料徴収への行
政の関与を極力減らす一方で，公共放送の財源を安定的に確保し，さらには，NHKの監督に国会を関与させる
といった点が求められていたと言える。そして，検討過程では，受信料を放送サービスの対価としてではなく，公
共放送を維持するための公的な負担金としてとらえる考え方が一貫してとられてきた。

そうした事情を考えれば，受信料制度の趣旨を考える上では，放送法の条文それ自体の解釈に加えて，法案が
形成された当時の文脈を考慮に入れる必要があると思われる。
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を義務づける規定が出来上がったのか，事実
関係を検証することにある。当時の経緯を振
り返ることによって，受信料や受信契約の性
格がより明確になると考えられる。

放送制度において受信料をどう位置づける
かは，放送制度やメディア法の研究書では必
ずと言ってよいほど言及される問題である。一
方で，当時の資料に拠りつつ，受信料制度の
形成過程を追った研究は多いとは言えない。
このため，本稿では，NHK放送文化研究所
に所蔵されている資料や，国立公文書館で公
開されている資料に拠りつつ，受信料制定過
程の検証を実証的に進めることにする。

NHK放送文化研究所が所蔵する資料のう
ち，放送法案の記述に関して主に依拠するの
は，元郵政官僚の荘

しょう

宏
ひろし

が所蔵し，没後，研
究所に寄贈された資料群（以下「荘宏文書」
と表記）である。荘宏（ 1913 ～ 1987年）は，
1936 年の逓信省入省以来，20 年余りにわたっ
て放送行政に携わった。このため，残された
資料には，占領期の放送法案の草稿やそれに
対する見解を記したメモなどが多く含まれ，そ
こから放送法案の検討過程をうかがうことが
できる7）。また，研究所が『放送五十年史 』
を編纂する過程で収集してきた資料（「放送史
資料 9　電波3法の制定」という名称で管理）
も，適宜参照することにする。

以下では，戦前の聴取料制度を概観したの
ち，占領期の放送法制定過程で法案がどのよ
うに変化したか記述する。法案はいずれも検
討段階のもので，内容にはかなりの揺らぎが
見られるが，それらの分析を通じて，受信料
制度の検討で何が主要な論点になってきたか，
考察が可能と考えられる。また，受信料関連
規定が，受信料を主要な財源とするNHKの

監督に関する規定（事業計画や収支予算など
への国の関与）と密接に絡み合いながら変化
してきたことから，それらも含めた放送法案の
形成過程を見ていくことにしたい。

2. 聴取料制度と占領期の制度改革

聴取料制度の仕組みと GHQ の対応
まず，1950年に放送法が成立するまでの日

本放送協会（社団法人）8）の財源に関する制度
を確認しておく。放送法の施行以前，ラジオ
放送の受信は許可制だった。つまり，放送を
聴取するにあたって，受信者はラジオ受信機
設置の許可を国から受ける必要があり，その
際，日本放送協会との聴取契約書を差し出さ
なければならないと規定されていた（放送用私
設無線電話規則13条）。日本放送協会との聴
取契約は法律上，任意契約だったが，聴取契
約書を添付しなければ，受信機設置許可の手
続きを進めることができなかった。

実務面でも，ラジオを聴取する際には，聴
取契約書と施設許可願書をあわせて日本放送
協会や郵便局などに提出することになってお
り，聴取者から見ると，聴取契約と受信許可
はセットという扱いだった。また，聴取料の集
金も，都市部では日本放送協会が直接行った
が，多くの地域では，協会の委託を受けて郵
便局が行っていた。聴取料制度は郵便局を管
轄する逓信省と日本放送協会の密接な協力の
もと成り立っていたと言える。

さらに，罰則規定も存在した。無許可で受
信機を設置した者は，不法施設者として1年
以下の懲役または1,000円以下の罰金が科さ
れる規定になっており（無線電信法16条），
摘発には逓信省の職員や警察官が当たった。
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こうした聴取料制度の運用を通じて，「日本人
の間には，放送を受信するには受信料を納め
ることを要するものという社会常識，社会慣習
が成立した 9）」とされる。

しかし，終戦後，こうした制度を維持し続け
ることは困難になる。これは，メディアの民主
化政策を進めるGH Qが「無線の受信は自由で
あるべき」として，受信機設置許可制度の見直
しを求めたことによる。GHQとしては，日本放
送協会による放送を維持させる方針は貫きつつ
も，その財源のあり方については，行政当局の
関与を減らすよう変更を迫ったことになる。これ
を受けて，逓信省はそれまで一体として扱って
きた聴取契約と受信許可のうち，まず，後者の
受信許可制度を再検討する必要に迫られた。

占領期の放送制度改革の概要

GHQが放送分野で改革を求めたのは，聴
取料（受信料）制度に限らず，放送規律の内
容や規制・監督機関の見直しなど，幅広い範
囲にわたっている。受信料関連規定の変遷を
追うのに先立って，占領期の放送制度見直し
の全容を確認しておく。

占領期の放送制度の検討は，1946 年11月
に逓信省が臨時法令審議委員会を設置して関
連法令の改正に着手して以降，1950 年 4月に
電波3法（電波法・放送法・電波監理委員会
設置法）が成立するまでの約3 年半にわたる。
受信料制度を含め，この間，従来の放送制度
の抜本的な見直しが行われた（表1）。

1946 年から1947年前半にかけて，逓信省
は，従来の「無線電信法」の改正で対応する
方針で法案の作成を行った。しかし，GHQが
放送制度全体の見直しを要求する中，放送事
業は，電波関連法とは別立ての法律で規定す

る方向に転換せざるをえなくなった。そして，
法案は1947年6月以降，「日本放送協会法」

「放送事業法」へと変化していった。
ただし，この時期の法案は，作成されたこ

と自体は記録として残されているものの10），法
案の全文が記された資料は，現在に至るまで
見いだせていない。このため，公共放送の財

表 1　占領期の放送法制定過程の概要

年月 事項

1946年 11月 逓信省が臨時法令審議委員会を設置し，電
波・放送関連法令の改正に着手

1947年 2月 無線電信法改正案作成（4月に第 2 次案）

6 月 日本放送協会法案・無線法案作成，放送規
律と電波監理の法律を分離

7月 放送事業法案作成。中波は日本放送協会を
日本放送委員会に改組して独占

10 月
GHQ が放送法に関する基本方針を指示（委
員会制度による放送行政，NHK の公共企業
体化，商業放送の開設など）

1948年 1月 放送法草案作成（放送法案としては最初期
のもの）

2月 逓信省が GHQ・CCS（民間通信局）に放送
法案を提出

3 月 放送法案作成。ただし，行政機関の管轄を
めぐる問題から国会提出は見送り

5 月 CCS が逓信省に放送法案の修正意見を提示

6 月
放送法案を第 2 国会に提出。NHK・民放の
二元体制，放送に関する行政委員会（放送
委員会）の導入など

9 月 聴取契約数 700 万突破（戦前の最高水準に
戻る）

11 月 芦田内閣から吉田内閣への交代に伴い，放
送法案を撤回

12 月 GHQ・LS（法務局）が逓信省に対し，番組
規律の一部削除を要求

1949年 3 月 放送法案を再作成。GHQ は法案の国会提出
は急がない旨の意見

6 月
逓信省が郵政省と電気通信省に分離。CCS
が放送・電波行政を行政委員会方式で一元
化するよう指示

10 月 放送法案などを閣議決定。電波・放送行政
は電波監理委員会が管轄する案

12 月 放送法案など電波 3 法最終案を第 7 国会に
提出

1950年 4 月 電波 3 法（電波法・放送法・電波監理委員
会設置法）が成立（6 月施行）

（『20 世紀放送史』に基づき筆者作成）
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源に関してどの程度，具体的な規定が作成さ
れたかは定かではない。

他方，1948 年1月以降の法案に関しては，
逓信省が作成した一部の法案で，本文そのも
のが残されていたことが今回の研究でわかっ
た。全文が残されていた放送法案のうち，今
回発見された最も古いものが，1948 年1月20
日の日付がある「放送法草案」（逓信省電波局
作成）である。これ以降の法案を見ると，受
信料の制度設計をめぐる議論では，GHQが
主張する「受信の自由」を前提に，どのような
手段で公共放送の財源を安定的に確保するの
かという問題に答えを出す必要に迫られたこと
がわかる。そして，その過程で受信料関連規
定は二転三転することになった。

3. 受信機設置届け出をめぐる規定の変化

受信機設置届け出義務＋受信料支払い義務
（1948 年 1月案）

1947年10月以降の放送制度をめぐる検討
は，日本放送協会と民間放送の二元体制を前
提とした上で，放送・電波行政を担当する行
政機関のあり方や，番組規律に関する規定，
日本放送協会の監督などをめぐって議論が行
われた。本稿で特に着目するのは，受信料関
連規定だが，日本放送協会の監督をめぐる規
定も，受信料に関する制度設計と深く関連して
いることから，あわせて見ていく。

前述のように，全文が残されている放送法
案で，今回発見された最も古いものが，1948
年1月20日の「放送法草案」である11）（表2）。
この文書は，NHK放送文化研究所が所蔵す
る「荘宏文書」から見つかったもので，活字で
印刷され，最初のページに電波局の文字とと

もに，「荘」の印が押されている。逓信省電波
局内で検討が行われた法案と見られる。

この案では，従来のような受信許可制度こ
そ盛り込まれなかったものの，受信機設置の
届け出（75条）と受信料の支払い義務（79条）
がセットで規定されている。また，無届けで
受信機を設置した者に対する罰則規定もあっ
た（ 105条）。日本放送協会にとっては，受信
機設置届け出と受信料の支払い義務が組み合
わされたことで，従来の制度と同様の効果を
期待することができる内容のものだった。

また，日本放送協会の監督に関しては，行
政委員会として設置が予定されていた放送委

表 2　放送法草案（1948 年 1 月 20 日）

受信料

51 条（受信料の認可）
協会が，その放送の受信者から料金を
徴収しようとするときは，その額及び
契約事項について，一年毎に，放送委
員会の認可を受けなければならない。

（中略）協会は前項の料金の徴収を逓
信大臣に委託することができる。

事業計画・
収支予算など

52 条（事業計画及び収支予算の認可）
協会は，毎事業年度の事業計画及び収
支予算について，あらかじめ放送委員
会の認可を受けなければならない。こ
れを変更するときも同様とする。

受信設備

75 条（受信設備設置の届出）
受信設備を設置しようとする者は，左
の事項を記載した書類を放送委員会に
届出なければならない。
一，届出人の住所，氏名（以下略）
79 条（受信料支払の義務）
標準放送を受信し得る設備をした者
は，第五一条に規定する受信料を日本
放送協会に支払わねばならない。

民放の財源

71 条（受信料徴収の認可）
一般放送局がテレビジョン放送及び模
写放送の受信料を徴収しようとすると
きは，その額及び契約事項について，
一年毎に放送委員会の認可を受けなけ
ればならない。

罰則規定

105 条
第　条の規定に違反して受信機を設
置した者は，六ヶ月以下の懲役または
五千円以下の罰金に処する。

（本文に関連する部分のみを抜粋。空白は原文ママ）
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員会が事業計画や収支予算の認可を行うと規
定されたが（ 52条），この時点では，国会が
関与する仕組みは盛り込まれていなかった。

他方，この時点では，民間放送の財源につ
いて，広告放送に加え，有料放送が念頭に置
かれており，それについても，「受信料」とい
う用語が用いられている（ 71条）。「受信料」
という言葉が必ずしも日本放送協会の財源の
みに関連づけられていたわけではなかった。

この逓信省電波局の草案に対しては，日本
放送協会の反応が文書として残されている。「放
送法案について 12）」（ 1948年3月）と題された
文書は，1948年１月案について，「 この案で放
送委員会が聴取料の五パーセントを取上げるこ
とを撤回すると共に，放送協会は放送委員会
から独立して別人格のものであることを一応認
識したようである」と記述している。この文書
には，1948年1月案に先立って，放送法案に
1947年12月案が存在したことが記されており，
12月案では受信料の一部を規制・監督機関で
ある放送委員会の運営に充てる規定があったも
のの，1月案では受信料をもっぱら日本放送協
会の運営に充てる規定へと修正がなされたこと
が記されている。こうした表現からは，受信料
が1948年初めの時点で，規制・監督機関の運
営にも充当される税に近いものから，もっぱら
日本放送協会の運営を支える負担金的なもの
へと変化していったことがうかがえる。

受信機設置届け出と受信料徴収を切り離し
（1948 年 2 月案）

1948 年1月の「放送法草案」にはさらに検
討が加えられ，1948 年2月20日に「放送法案」
としてまとめられた。この法案も今回，荘宏文
書の中から見つかったもので，表紙には日付

や「放送法案」「逓信省」の文字とともに，「極
秘」「荘」の印が押されている。また，法案は
活字で印刷されているが，手書きで多数の修
正がなされている。ただし，日本放送協会の
受信料に関する規定については，修正前後で
本質的な違いがないことから，ここでは手書
きで修正された後の条文を見ていく13）（表3）。

表 3　放送法案（1948 年 2 月 20 日）

受信設備

6 条（目的外使用の禁止）
放送設備及び受信設備は，許可され又は
登録した目的以外に使用してはならな
い。

受信料

38 条（受信料）
協会は，協会によって提供された種類の
放送を受信できる設備をした者から受信
料を徴収することができる。
2　前項の受信料の額については，一年
毎に放送委員会の認可を受けなければな
らない。一年内にこれを変更しようとす
るときも同様とする。

事業計画・
収支予算
など

39 条（貸借対照表等の承認）
協会は，毎事業年度毎に，事業報告書，
貸借対照表，財産目録及び損益計算書を
作成し毎事業年度経過後二ヶ月以内に，
これを放送委員会に提出し，その承認を
受けなければならない。

民放の財源

68 条（広告放送等）
一般放送局の免許を受けた者は，広告放
送をなし又はその放送時間を他人に供す
る場合においては，その料金を放送委員
会に届出ると共にこれを公表しなければ
ならない。

手書きで修正が加えられた放送法案
（受信料に関する規定の部分）



37

まず，2月20日案では，受信機設置の届け
出義務と受信料の支払い義務をセットにする
規定がなくなった。受信設備に関しては，「目
的外使用の禁止」（6条）の規定はあるものの，
受信料の支払い義務とは結びつけられてはい
ない。また，受信料については，単に日本放
送協会は「受信料を徴収することができる」と
規定されているのみである（38条）。

受信機設置の届け出と受信料の関係が切り
離された理由としては，GHQの反対が存在し
ていたという証言がある。占領期に電波庁法
規課長などを務めた村井修一の証言によると，
放送政策に一定の影響力を持ったCCS（Civil 
Communication Section：民間通信局）のファ
イスナー（Clinton A. Feissner） 調査課長代
理が，受信機設置の届け出と受信料の支払い
を絡ませる規定について，「 そういう行政行為
と私的な契約をコンバインするのはいかがなも
のか」として反対したとされる14）。

他方，逓信省の事務当局は，公共放送の
財源を確実なものにするために残しておきたい
考えだった。放送法制定に携わった荘宏は，

「ラジオの聴取施設（受信機）については，ラ
ジオばかりでない一切の受信機について許可
の外にすべしということが司令部の意見でし
て，そうなるとラジオが困っちゃうという話を
したんですけれども，どうしても聞いてもらえ
なかった。それで結局ほかの受信機と一緒く
たになって許可外になってしまって，（中略）ま
さに痛恨事ですけれども15）」と証言している。
制度の変更によって，逓信省の事務当局は受
信料を確実に徴収できるか危惧を抱いたもの
の，GHQの方針によって受信機設置届け出と
受信料とを関係づけることができなくなったこ
とになる。

他方，日本放送協会の監督に関しては，事
業計画や収支予算に関する事前認可の仕組み
がなくなり，事業年度が終わった後に放送委
員会から事業報告書や貸借対照表の承認を
受ければよいことになった。また，民放の財
源をめぐっては，「受信料徴収の認可」規定全
体に手書きで斜線が引かれ，削除されている。
これ以降，民放に関して「受信料」という言葉
が用いられることはなくなった。

一方，前述の日本放送協会の文書「放送法
案について」（ 1948 年3月）は，1948 年2月案
について，「受信機の設置届出制を自由設置
制とした」点をこれまでとの違いとして挙げて
いる。ただし，これによって受信料の徴収が
困難になるという懸念は示されていない。この
時点で日本放送協会にとって重要だったのは，
受信料関連規定よりも，むしろ事業の独立性
の確保だった。この文書では，「一月案より更
に放送協会の独立について，表現方法の変更
を見せてはいるが，放送の国営乃至高度な官
僚統制の思想は依然として堅持している」とし
て，日本放送協会の独立性をさらに高める必
要があるという見解が示されている。しかし，
放送法案に日本放送協会の意見が反映される
ことはなく，逓信省は1948 年2月20日，同案
をCCSに提出した 16）。

日本放送協会の経営環境の変化

このように，1948 年初めの逓信省による放
送法案の検討作業では，受信機の「設置届
出制」が「自由設置制」になるなど，受信許可
と聴取契約をセットにする従来の枠組みから
の転換が図られた。このように，受信料を確
保するための手段が弱められた要因としては，
GHQの意向に加えて，日本放送協会の財政
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が1948 年前後になって安定してきた面もある
と考えられる。

終戦から間もない1946 年度には，日本放送
協会は当時の金額で1,900万円という大きな
欠損を記録した。これは激しいインフレや聴
取者の減少などによるもので，日本放送協会
は1946 年以降，断続的に聴取料を値上げせ
ざるをえなくなった（表4）。

こうした経営環境の悪化を受けて，占領初
期には，財源を聴取料のみに依存せず，付帯
事業の収入増に期待する考え方も浮上してい
る17）。このため，受信料制度の検討でも，ま
ずは日本放送協会の財源を安定させるため，
受信料収入を確実に維持できるような制度設
計を行うことが求められたと考えられる。

しかし，1948 年ごろを境に激しいインフレ
は鎮静化の方向に向かい，聴取契約者が増
加に転じるとともに，聴取料値上げの効果も
現れ始めた。さらに，逓信省の指示のもと，
聴取料をもっぱら事業運営に充て，放送施
設の拡充・建設に要する費用は長期借入金で
賄う方針で経営を行ったことで，1947年度以
降，事業収支は黒字に転換した。そして，以
後数年間は，安定した財政状態とは言えない
までも，赤字経営に陥ることは避けられるよう
になった。また，財政の好転を反映して，付
帯事業の収入増に期待する考え方も修正され，

公共放送の運営はあくまでも聴取料（受信料）
収入を基礎とする方針が確認された 18）。

こうして1948 年前後には，聴取料収入に
よって安定的に日本放送協会の運営が行える
見通しが立つとともに，「放送を受信するには
受信料を納めることを要するものという社会常
識，社会慣習」が崩壊する可能性は小さくな
りつつあった。こうした状況の変化を受けて，
放送制度の設計においても，焦点は，どのよ
うにして戦前の制度からの改革を図り，民主
的で透明な公共放送の運営を実現するかとい
う面に移っていったと考えられる。

4. いったん固まった支払い義務規定

受信料支払い義務を規定（1948 年 6 月案）
1948 年2月の放送法案に関しては，CCSと

逓信省との間で意見交換が行われ，最終的
にCCSが修正意見を提示したのは，1948 年
5月29日のことだった 19）。これを受けて，逓
信省は放送法案を再作成し，閣議決定やGS

（Government Section：民政局）の承認を経
たのち，同年6月18日，法案を第2国会に提
出した（表5）。この法案の本文は既存の研
究で既に紹介されている20）。

受信料制度に関連する部分を見ると，受信
機設置の届け出といった表現は完全に消え，
代わって，「受信の自由」が明記された（6条）。
あわせて，同条に受信料の支払い義務が盛り
込まれた。受信料を担保する手段の一つがな
くなったことから，「支払い義務」を明示する
必要があるという判断になったと見られる。他
方，日本放送協会の監督については，「貸借
対照表等の承認」（ 41条）と題されているもの
の，法案の規定は，事業年度終了後に貸借対

表 4　受信料（聴取料）額の変化

値上げ時期 受信料（聴取料）の月額

1945 年 4 月 1 円（それまでは 50 銭）

1946 年 4 月 2 円 50 銭

1946 年 9 月 5 円

1947 年 9 月 17 円 50 銭

1948 年 7 月 35 円

1951 年 4 月 50 円
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照表などを放送委員会に提出することを義務
づけるのみで，収支予算などの事前承認を求
める規定は盛り込まれなかった。

なお，民放に関する規定は1948 年2月時点
から大きく変化していない。この時点では，民
放の財源としては，もっぱら広告収入が想定
されていたものと考えられ，逓信省の放送法
案要綱にも，「一般放送局は受信料を徴収で
きないが，広告放送等を行うことが出来る21）」
と記されている。

このように，1948 年6月案の受信料関連規
定は，「受信の自由」を取り入れた代わりに，
受信料の支払い義務に加えて，受信料の徴収
を逓信省に委託できる点など，日本放送協会
に受信料収入を確保するための手段を残した
ものとなった。また，日本放送協会の監督に
ついては，放送委員会への貸借対照表や損益
計算書の提出程度にとどめられ，日本放送協
会の独立性は従来よりも高められたと言える。

第 2 国会提出案の位置付け

逓信省が，受信料制度をどのように位置づけ
ていたかに関しては，逓信省が国会での質疑
に向けて作成した「放送法質疑応答録案 22）」
からうかがうことができる。この資料も逓信省
で立法作業を担当した荘宏が残した文書から
見つかったもので，1948年6月案について条文
ごとの立法趣旨が記述されている。

応答録案は，まず，「受信の自由」（6条）が
放送法で明記されたことについて，「放送は情
報及び教育の手段並びに国民文化の媒体とし
て国民生活に欠くべからざるものであるから受
信は最大限度に普及する必要があるので之を
自由にした」と記述している。そして，受信料
の確保は，「日本放送協会が別途方法を考え
るべき」と述べている。「受信の自由」と日本
放送協会の財源確保を比較した場合，前者が
優先されるという判断である。

一方で，応答録案は，「協会は公共の利益
と必要のために全国的な放送網を整備し営利
主義に害されない優秀な又場合によっては高
度の内容の放送を実施する公の法人であり国
としては是非ともその財政を保護して協会が
存立してゆけるようにしてやる必要がある」とし
て，日本放送協会の存立自体は必要である点
を強調している。その上で，「一般聴取者に受
信料の支払を義務付けて協会が成立してゆく
ようにしたのである」として，受信料の支払い
義務を規定した理由を示した。

また，受信料確保を担保する手段としては，
「この法律により協会は債権を有することに
なっているので受信料を支払わぬときは一般
の債務不履行として裁判所に出訴して受信料
をとることができる」として，民事手続きによっ
て受信料を徴収できることを強調している。

表 5　放送法案（1948 年 6 月18 日）

受信設備

 （受信の自由）
 6 条　無線電信法第二条の規定にかかわ
らず，何人も，自由に受信設備を設置し，
放送を受信することができる。但し，日
本放送協会の提供する放送を受信するこ
とのできる受信設備を設置した者は，第
三十九条に定める受信料を支払わねばな
らない。

受信料

 （受信料）
39 条　協会は，その提供する放送を受信
することのできる受信設備を設置した者
から，受信料を徴収することができる。
 2　前項の受信料の額については，一年
ごとに放送委員会の認可を受けなければ
ならない。一年内にこれを変更しようと
するときも同様とする。

事業計画・
収支予算

など

 （貸借対照表等の承認）
41 条　協会は，事業年度ごとに貸借対照
表，財産目録及び損益計算書並びにこれ
らに関する説明書を作成し，毎事業年度
経過後二箇月以内に，これを放送委員会
に提出しなければならない。
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このように逓信省内では，「受信の自由」を
法案で明記した以上は，受信料収入を安定化
させるための何らかの措置が必要であるとい
う考え方が存在していた。そして，財源の安
定化の手段として，受信料支払いの義務付け
という手段を法案に盛り込んだものと言える。

一方で，日本放送協会としては，放送法案
が成立した場合，受信機の設置許可制という，
受信料収入を確保する上での重要な手段の一
つが失われることから，財源確保を不安視する
見方は消えなかった。日本放送協会が1948年
11月に作成した「放送法案に対する見解 23）」と
題する文書には，次のような記述が見られる。

日本放送協会としては，公共放送の財源の
基盤を確固としたものにするためには，支払
い義務規定だけでは足りず，受信者を把握し，
受信料を支払ってもらうための何らかの法的
手段が必要という見方をしていたことになる。
なお，この文書も荘宏が所蔵していた文書か
ら見つかったもので，逓信省としても，この文
書に書かれているような実態や日本放送協会
の要望は認識していたものと考えられる。

ただし，その後，放送法案の審議は進まな

かった。背景には，電波・放送行政の管轄に
関して，放送委員会と逓信省の権限をどのよ
うに配分するかといった問題が残り，政府や
GHQ内で意見がまとまらない状態が続いたと
いう事情がある。そして，受信料関連規定も，
これ以上の検討は進まなかった。放送法案は，
1948 年10月に芦田均内閣が総辞職し，吉田
茂内閣が発足したことに伴い，11月10日，逓
信省によっていったん撤回された。

5.「支払い義務」から「契約義務」へ

受信機設置で「契約とみなす」
（1949 年 3 月案）

放送法案は撤回後も，番組規律の妥当性と
規制・監督機関のあり方を中心に議論が続い
た。このうち，番組規律に関しては，GHQの
LS（Legal Section：法務局）が1948年12月，
ニュース放送に関する制限やそれに関する処罰
規定を削除し，言論統制的性格を弱めるよう
逓信省に対して勧告した 24）。また，規制・監
督機関のあり方をめぐっては，1949年1月には
CCSとLSが共同で，電波庁と放送委員会の
権限配分に関する覚書を逓信省に示した 25）。
これを受けて，逓信省は放送法案の再検討を
行い，1949年2月案 26）でニュース放送に関す
る制限や処罰規定は削除された。

一方，1949 年2月案では，受信料関連規定
は1948 年6月案からほとんど変わっておらず，

「日本放送協会の提供する放送の受信をする
ことのできる受信設備を設置した者は（中略）
受信料を支払わなければならない」，「協会は，
その提供する放送を受信することのできる受
信設備を設置した者から，受信料を徴収する
ことができる」と規定されている。

5.「支払い義務」から「契約義務」へ

公共放送の財政基礎の確立については，本法
案は受信者の協会に対する受信料支払義務を規
定したに止まるが，ラジオの受信契約は私法上の
契約であり，且つ電波の特質である広播性は，容
易に無届受信を可能にし，然かも七百五十万以上
の受信者を対象とする完全契約は非常な艱難を
伴い，現在なお相当多数の無届受信者を発見する
のである。

この状態において，公共放送の運営，維持に
要する財源を受信料のみに制限する以上は，全受
信者の負担の公平という点からも，受信の自由を
犯さぬ範囲で，かかる無届受信を規律するための
何らかの法的措置が講ぜられなければならない。
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しかし，その約１か月後の1949年3月1日案
では，受信料関連規定が大きく変わっている27）

（表6）。

まず，それまで6条の「受信の自由」に盛り
込まれていた「受信料を支払わねばならない」
とする規定（支払い義務規定）は削除された。
そして，38条の「受信契約及び受信料」で，

「協会の放送を受信することのできる受信設備
を設置した者は，協会とその放送の受信につ
いての契約を締結したものとみなす」と規定さ
れた。受信者に対して受信料支払い義務を直
接課すのではなく，日本放送協会と受信者との

「契約」を前提に，受信設備の設置によって契
約を擬制する規定になった。支払い義務とい
う強制色の強い規定を排除する一方で，「契
約の擬制」という手段によって受信料制度の
維持をねらったものと言える。

また，日本放送協会の監督（ 22条）に関し
ては，放送委員会に貸借対照表や損益計算
書を提出する点は変化していないが，放送委
員会がさらに国会に提出し，放送委員会がそ

れを公表する点が追加された。
ただ，1949年3月案は，規制・監 督機関

の権限配分の問題が依然として決着していな
かったことが影響して，国会には提出されな
かった。これは，1949年6月に逓信省に代え
て，郵政省と電気通信省（外局として電波庁を
設置）が発足する予定になっていたが，電波庁
と放送委員会の権限配分をめぐって，GHQと
逓信省双方の内部に意見の対立があったため
である。そして，放送法案の検討は，1949年
3月案を基礎としてさらに続くことになった。

契約の擬制から契約義務へ
（1949 年 8 月案）

1949 年6月に郵政省と電気通信省（外局と
して電波庁）が発足した後も，規制・監督機
関の権限配分をめぐる議論は収まらなかった。
電波庁は同月，「放送委員会」の設置をやめ
て，自らが放送・電波行政全般を担当し，委
員会の代わりに大臣の諮問機関として「放送
審議会」を設置する案をまとめている。しか
し，独立規制機関の設置を求めていたGHQ
側はこれに納得せず，電波庁案を否定した上
で，あくまでも行政委員会の導入を求める勧
告を行った。そして，これに伴って，放送法
案も全体が再検討されることになった。

法案の見直しに伴って，受信料制度に関連
した規定も変化していく。まず，「受信の自由」
に関する規定は，放送法案からはなくなった。
無線局の目的外使用の禁止に関する規定な
ど，電波の受信にかかわる規定は電波法に盛
り込まれたことから，「受信の自由」の問題も
電波法で扱う判断になったものと見られる。

また，受信契約に関する規定も，1949 年 8
月中旬から下旬にかけて変化した。電波庁が

表 6　放送法案（1949 年 3 月1日）

受信設備

 （受信の自由）
6 条
無線電信法第二条（私設無線電信無線電
話の許可）の規定にかかわらず，何人も，
自由に受信設備を設置し，放送の受信を
することができる。

事業計画・
収支予算
など

 （放送政策の報告）
 22 条
 2　放送委員会は，日本放送協会の毎事
業年度の財産目録，貸借対照表，損益計
算書及びそれらに関する説明書を内閣総
理大臣を経由して国会に提出するととも
に，これを公表しなければならない。

受信料

 （受信契約及び受信料）
 38 条　協会の放送を受信することのでき
る受信設備を設置した者は，協会とその
放送の受信についての契約を締結したも
のとみなす。
 2　協会は前項の契約に基いて徴収する
受信料の額について放送委員会規則の定
めるところにより毎年放送委員会の認可
を受けなければならない。一年内にこれ
を変更しようとするときも同様とする。

MAY 2014
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作成した放送法案は，8月13日案 28）と8月27
日案 29）が国立公文書館に残されている。表7・

表8に，受信料制度と日本放送協会の監督に
関する規定を抜粋して示した。

このうち，受信料に関連した規定は，8月13
日案では「契約を締結したものとみなす」（契
約の擬制）となっているが，8月27日案では「契
約をしなければならない」（契約締結の義務）
となった。前者では，受信機を設置すれば，
その時点で契約が成立したことになるが，後者
では，双方による契約という要素が加わる。

規定の変化について，法務庁参事官として
放送法制定に関与した吉國一郎（ のちに内閣
法制局長官）は，「受信契約の締結の義務をも
う一歩進めて，契約の締結は法律上擬制して

しまって，放送用の受信機を設置した者は当
然に受信料の債務を法律上負担するというこ
とも，なかなか難しいだろうと思います。これ
は放送法の当初の原案では，ほぼこれに近い
かたちの条文であったのを，いろいろ議論し
ているうちに現在のようなかたちにした経緯が
あります 30）」と証言している。

また，放送法制定に携わった荘宏はのちに，
「契約をするかしないかの個人の自由を完全に
抹殺する規定を法律で書き得るかについては大
きな疑問がある。さらにこのような法律がかり
に制定しうるものとしても，この制度の下におい
ては，名は契約であっても，受信者は単に金を
とられるという受身の状態に立たされ，自由な
契約によって，金も払うがサービスについても
注文をつけるという心理状態からは遠く離れ，
NHKとしても完全な特権的・徴税的な心理に
なり勝ちである31）」と述べている。これらの証
言からは，日本側の検討によって，法律上の規
定のあり方の面からも，受信料制度の意義の面
からも，「契約の擬制」という規定を維持し続
けることが難しいという判断になったのではな
いかと推測できる。

他方，日本放送協会の監督に関しては，8
月13日案では貸借対照表などを電波庁に提
出することが求められているだけだったが，8
月27日案では，電波監理委員会を通じて国会
に業務報告書を提出することが義務づけられ
た。日本放送協会の監督をめぐっては，この
後も規定が二転三転するが，次第に国会の関
与の程度が増すことになる。

放送法案はさらに，9月24日案が荘宏文書
の中に残されていた。ここでは，受信契約の
義務付けという枠組みは変化していないが，
受信料額は，8月27日案でいったん「国会が

表 7　放送法案（1949 年 8 月13 日）

受信料

 （受信契約及び受信料）
29 条　協会の標準放送を受信することの
できる受信設備を設置した者は，協会と
その放送の受信についての契約を締結し
たものとみなす。
 2　協会が前項本文の規定により契約を
締結した者から徴収する受信料は，月額
三十五円とする。

事業計画・
収支予算
など

 （貸借対照表等の提出）
32 条　協会は，事業年度ごとに事業報告，
財産目録，貸借対照表及び損益計算書並
びにこれらに関する報告書を作成し，毎
事業年度経過後二箇月以内に，電波庁に
提出しなければならない。

受信料

 （受信契約及び受信料）
28 条　協会の標準放送を受信することの
できる受信設備を設置した者は，協会と
その放送の受信についての契約をしなけ
ればならない。
 2　協会が前項本文の規定により契約を締
結した者から徴収する受信料は，国会が
定める。

事業計画・
収支予算
など

 （業務報告の提出）
30 条　協会は，事業年度ごとに業務報告
書を作成し，毎事業年度経過後二月以内
に，電波監理委員会を経て，国会に提出
しなければならない。

表 8　放送法案（1949 年 8 月 27 日）
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定める」となっていたものが再び法定化（月額
35円）された 32）（表9）。

また，日本放送協会の監督に関する規定も
変化した。9月24日案では，事前に事業計画
や資金計画を電波監理委員会に提出すること
とされ，国会承認の規定も追加された。この
背景にも，GHQの方針が存在した。NHKが
編集した『日本放送史 』は，「（受信料の）一
種の税金的性格は，電波三法制定の指導にあ
たった占領軍当局の堅持した見解でもあった。
この見解が（中略）受信料額の決定，その他
NHKの財政に国会が直接に関与することに
なった基礎になっている。税金的性格の収入
の使途は，国民的基盤に立って審議せらるべ
きであるという民主主義の原則がそこに適用
されたといえる 33）」と分析している。

放送法案の閣議決定

放送法案は検討の末，1949 年10月12日に
閣議決定された。受信料や日本放送協会の監
督に関する規定の骨子は，9月24日時点から
変わっていない 34）（表10）。

この時点では，「受信の自由」や契約義務と
いった受信料制度の根幹部分は論点にはなら
なかった。日本放送協会はそれを前提とした
上で，より具体的な制度設計の部分で政府や
GHQに対する働きかけを続けている。特に日
本放送協会が懸念を示したのが，受信料額が
法定化される点と，収支予算や事業計画の国
会承認が必要となる点である。日本放送協会
が作成した文書「放送法案に対する見解 35）」

（1949年10月）にその主張がまとめられている。
まず，受信料額の法定化については，「米

麦，ガス，電気，水道等の国民生活の必需
物資乃至公共企業の料金でも主務官庁の認可
又は政令で定められている現状において，そ
れとの均衡上，更には経済が安定を欠いてい
る現在受信料を法律で固定化することは妥当
ではない。なお受信料のような少額なものは
電波監理委員会が物価庁と協議して決定する
程度が適当であると考える」と述べている。

また，収支予算などの国会承認規定につい
て，「放送事業体の予算を国家予算と同一視

表 9　放送法案（1949 年 9 月 24 日）

表 10　放送法案（1949 年 10 月・閣議決定）

受信料

 （受信契約及び受信料）
32 条　協会の標準放送を受信することの
できる受信設備を設置した者は，協会と
その放送の受信についての契約をしなけ
ればならない。
 2　協会が前項本文の規定により契約を
締結した者から徴収する受信料は，月額
三十五円とする。

事業計画・
収支予算
など

 （事業計画及び資金計画）
37 条　協会は，毎事業年度開始の三箇
月前までに事業計画及び資金計画を作成
し，電波監理委員会に提出しなければな
らない。
 2　電波監理員委員会は，前項の事業計
画及び資金計画を内閣総理大臣を経て内
閣に提出しなければならない。
 3　内閣は，前項の事業計画及び資金計
画を国会に提出してその承認を受けなけ
ればならない。

受信料

 （受信契約及び受信料）
32 条　協会の標準放送を受信することの
できる受信設備を設置した者は，協会と
その放送の受信についての契約をしなけ
ればならない。
 2　協会が前項本文の規定により契約を
締結した者から徴収する受信料は，月額
三十五円とする。

事業計画・
収支予算
など

 （収支予算，事業計画及び資金計画）
37 条　協会は，毎事業年度の収支予算，
事業計画及び資金計画を作成し，電波監
理委員会に提出しなければならない。こ
れを変更しようとするときも，同様とする。
 2　電波監理委員会が前項の収支予算，事
業計画及び資金計画を受理したときは，
これを検討して必要な調整を行い，内閣
総理大臣を経て内閣に提出し，閣議の決
定を経なければならない。
 3　内閣は，前項の収支予算，事業計画及
び資金計画を決定したときは，国会に提
出してその承認を受けなければならない。

MAY 2014
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日本放送協会 昭和二十四年度
第五回理事会議事録（1949 年 10 月 25 日）

して，更に電波監理委員会が調整し，内閣が
チェックし，更に国会が承認することとなる，
このような二重，三重の関門を通過しなければ
実施に移せない状態では，円滑な事業運営は
期しがたい。又こんな制約は経営委員会を設
置した趣旨にもとるものである」と主張してい
る。さらに，日本放送協会の理事会でも，閣
議決定案への反発意見が出された。以下は，
1949年10月の理事会記録の抜粋である 36）。

しかし，国会提出前になされた放送法案の
修正で，日本放送協会の主張が取り入れられ
た点は多くはなかった。修正では，収支予算
や事業計画に関して電波監理委員会が変更す
べきという意見を付して国会に提出した場合に
は，国会は日本放送協会の「意見を徴する」
という規定が追加されている。これは，日本
放送協会の主張に一定の配慮をしたものと言
える。ただ，収支予算や事業計画の国会承認
が必要という監督の根幹にかかわる部分には
手は加えられなかった。そして，放送法案は
1949 年12月22日，第7国会に提出された。

国会での議論

国会では，法案提出後，約4か月にわたる
審議が行われた。このうち，1950年2月の国
会審議では，網島毅電波監理長官が，受信機
の設置許可制度を廃止する理由について改め
て説明を行い，「言論の自由が確保され，また
検閲ができないようになったわが国におきまし
て，単なる一つの聴取受信機を設置するにも，
一々国の許可を必要とするのではないかという
ようなことに対しまして，私どもはその理由を
認め得ない」と述べた。その上で，受信契約
義務について，「日本放送協会がここに何らか
法律的な根拠がなければ，その聴取料の徴収
を継続して行くということが，おそらく不可能
になるだろうということは予想されるのでありま
して，（中略）強制的に国民と日本放送協会の
間に，聴取契約を結ばなければならないとい
う条項が必要になって来る」と説明した 37）。公
共放送の維持のために必要最小限の規定を設
けるという考え方が改めて示されたことになる。

こうした議論と並行して，1950 年2月10日
から衆議院電気通信委員会が電波3法修正案

山崎常務理事
聴取料金を国会で決めるのもどうかと思いま
すが，仮りに百歩譲って，それをよいとしても，
月額三十五円と，その料金額までを法律で定
めるということは，他に類例のないことで甚だ
おかしいと思います。

鈴木理事
この法案は電波庁が立案したのですか，それ
とも電気通信大臣の意を体して，電波庁が立
案したのですか。

会長
電気通信大臣の意を体して電波庁が立案した
ものであります。私は法案を予算，決算につ
いての国会承認事項を除いたものにしたいと
思っています。

（中略）

金川総務部長
協会はその性質上，二十五年来不偏不党の立
場できたのでありますが，これが公共企業体
となりますれば，なおさら不偏不党の立場を
堅持すべきであると考えています。この点から
すると本法案は全く反対の結果を招来するの
ではないかと心配しています。協会の主張は
国会に行政監督が移らぬよう監督は電波監理
委員会一本にして，必要があれば電波監理委
員会が部内連絡として，会計検査院，大蔵省，
国会に連絡すればよいのではないかと考えて
います。完全に手足を縛られては自由闊達な
放送が出来る筈がありません。これが吾々の
主張であります。
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の作成を行い，3月10日にGSに送付した。修
正案には，受信料額の法定化とNHK予算の
国会承認規定を削除して，いずれも政府認可
に移そうとする案が含まれていた。この案に
は逓信省の事務当局も同意したが，GSのホイッ
トニー（Courtney Whitney）局長が「絶対だ
め」だとして，特に収支予算や事業計画の国
会承認規定の維持にこだわった。この背景に
は，日本放送協会に関する事項は，「 なんで
も国会へもっていけばいい」というGHQ側の
考え方があったとされる 38）。

これ以降，受信料や受信契約の性格という
制度の根幹にかかわる問題に関しては，突っ
込んだ議論がなされることはなかった。衆参
両院の電気通信委員会による地方・中央公
聴会では，民放開設を検討している関係者か
ら，受信料の日本放送協会による独占を不満
として，その分与を要求する見解が強く主張さ
れたものの，受信契約の義務規定そのものに

ついての論議は，議員質疑を含めて，ほぼ皆
無だったとされる 39）。ただし，受信料額を法
律で月額35円と規定した点のみは，1950 年 4
月の衆議院での修正で削除され，受信料額は

「国会が日本放送協会の収支予算を承認する
ことで定める」という内容で決着した。

修正を経た放送法は，1950 年 4月8日に衆
議院を通過し，参議院で一部修正がなされた
上，再び衆議院に戻されて，4月26日に衆議
院本会議で可決・成立した。そして，5月2日
に公布され，6月1日から施行された。施行さ
れた法律のうち，受信料制度や日本放送協会
の監督に関する部分は表11のとおりである。
受信料やNHKの監督にかかわる制度の骨格
が，このとき定まったことになる。

6. 考察

ここまで占領期における放送法制定をめぐ
る議論のうち，公共放送の財源とその監督に
関する部分の変遷を，条文案を参照しつつ振
り返ってきた。そこでは，従来の受信機設置
許可と聴取契約を結びつける枠組みの見直し
が迫られる中で，公共放送の維持のため，受
信料収入の安定化を図り，あわせて，そうし
た財源を基盤とする日本放送協会の運営の透
明化を図る点が目標として掲げられた。そし
て，具体的な制度のあり方は，さまざまな関
係者の考え方や，放送を取り巻く環境に応じ
て，変化していくことになった。

まず，受信契約や受信料に関する規定を見
ると，当初，受信機を設置する場合には，逓
信省への届け出が必要であり，それとともに受
信料の支払い義務が発生するという案が示さ
れた。しかし，GHQの方針のもと，受信機設

表 11　放送法（1950 年 5 月 2 日公布）

受信料

 （受信契約及び受信料）
32 条　協会の標準放送を受信することの
できる受信設備を設置した者は，協会と
その放送の受信についての契約をしなけ
ればならない。

事業計画・
収支予算
など

 （収支予算，事業計画及び資金計画）
37 条　協会は，毎事業年度の収支予算，
事業計画及び資金計画を作成し，電波監
理委員会に提出しなければならない。こ
れを変更しようとするときも，同様とする。
 2　電波監理委員会が前項の収支予算，
事業計画及び資金計画を受理したとき
は，これを検討して意見を附し，内閣を
経て国会に提出し，その承認を受けなけ
ればならない。
 3　前項の収支予算，事業計画及び資金
計画に同項の規定によりこれを変更すべき
旨の意見が附してあるときは，国会の委員
会は，協会の意見を徴するものとする。
 4　第三十二条第一項本文の規定により
契約を締結した者から徴収する受信料の
月額は，国会が，第一項の収支予算を承
認することによって，定める。
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置の国への届け出の義務がなくなり，受信契
約についても，受信機設置によって即契約が
成立するものから，日本放送協会と受信者の
間の契約義務が発生するというものへと変化
していった。受信料確保のための強制措置と
いう要素を極力減らし，あくまでも受信者と日
本放送協会との「契約」を重視するという方向
に内容が変化していったと言える。

受信機設置の届け出規定が削除された背景
にはGHQの強い意向が存在した。さらに終戦
直後の混乱を経た後も聴取料制度が崩壊する
ことなく，日本放送協会の財源が安定に向かっ
たことで，日本側でも，行政が直接関与する
要素を薄めても公共放送の維持が可能という
判断が広がったことも要因となった。また，「契
約の擬制」から「受信契約の義務付け」へと規
定が変化した背景には，「契約を締結したもの
とみなす」という規定には問題が多いと考える
日本側の立法担当者の考え方が存在した。

他方，受信料を財源とする日本放送協会の
監督に関しては，国会の関与という要素が強
まっていった。1948 年6月の時点では，日本
放送協会は事業年度が終了した後に貸借対照
表や損益計算書を放送委員会に提出すればよ
いという規定だった。しかし，1949 年10月の

放送法案では，収支予算などについて事前に
国会承認が必要という規定になっている。受
信料は日本放送協会を維持するための公共的
負担金であることから，選挙によって選ばれた
国会議員の関与が必要という，GHQの考え方
が放送制度に反映されたことになる。

ここまで見てきたように，占領期の受信料
制度の設計の根底には，「受信の自由」の原
則を徹底させるとともに，受信料制度を含め，
公共放送の運営には国会を関与させるべきと
いうGHQの基本的な考え方が存在した。そし
て，そこにおいては，受信料を，放送サービ
スの対価としてではなく，公共放送を維持する
ための財源（負担金）としてとらえる考え方が
一貫して採られてきた。

受信料関連規定や日本放送協会の監督に
関する規定は法案の検討過程で二転三転した
が，論点としては，行政の関与の要素を弱め
つつ，公共放送の財源を確保するという点と，
受信料財源を用いる日本放送協会の監督の適
正化を図るという点が存在し続けてきたと言え
る。そうした事情を考えれば，受信料関連規
定の位置付けを考える上では，条文それ自体
の解釈に加えて，法案が形成された当時の文
脈も考慮に入れる必要があると思われる。

受信契約・受信料に関する規定

日本放送協会の収支予算等に関する規定

・1948 年 1 月（最初期の法案）
　支払い義務＋受信機設置届け出義務
 ↓

・1948 年 6 月（第 2 国会提出）
　支払い義務
 ↓

・1949 年 3 月（再作成版）
　受信機設置で契約が即成立
 ↓

・1949 年 10 月（閣議決定）
　受信機設置で契約義務が生じる

・1948 年 1 月（最初期の法案）
　放送委員会による事前認可
 ↓

・1948 年 6 月（第 2 国会提出）
　放送委員会に事後提出
 ↓

・1949 年 3 月（再作成版）
　国会に事後提出
 ↓

・1949 年 10 月（閣議決定）
　国会による事前承認
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今回の研究では，放送法制定にあたって，
受信料制度に関連した規定が具体的にどう変
遷し，それがどのような要因でもたらされたか
探ることを目指した。ただ，法案そのものの
変化については解明が進んだものの，変化の
要因については不明な点が多々残されている。
今後，さらに資料の読解を進め，受信料関連
規定の変化をもたらした日本政府・GHQ・日
本放送協会の考え方や，それらどうしの関係
を詳しく解明していくことが課題となる。
  （むらかみ せいいち）
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調査会『答申書 資料編』（電波振興会，1964 年）
367-369 頁

 3） 臨時放送関係法制調査会『答申書』（電波振興会，
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